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東京都災害拠点連携病院設置運営要綱 

 

平成２５年４月２５日 ２４福保医救第１４１５号 

              

第１ 目的 

この要綱は、東京都災害拠点病院設置運営要綱（昭和６１年１月１７日付６０衛医対第８１５号）

に定める東京都災害拠点病院と連携し、医療救護活動を実施する病院 (以下 ｢災害拠点連携病院｣ 

という｡) を整備し、災害時における傷病者の適切な医療を確保することを目的とする｡ 

 

第２ 設置運営主体 

災害拠点連携病院を設置運営する者は、次のとおりとする｡ 

  （1） 東京都 

（2） 東京都知事（以下｢知事｣という。）の指定を受けた病院の開設者 

 

第３ 指定 

   知事は、別に定める東京都災害拠点連携病院指定要領に基づき、災害拠点連携病院の指定を行う。 

   ただし、指定を行った後において、必要に応じて、知事は災害拠点連携病院に対して災害対応能

力についての改善勧告を行うこととし、改善されないと判断した場合には、災害拠点連携病院の指

定を取り消すことができるものとする。 

 

第４ 運営方針 

（1） 災害拠点連携病院は、東京都の区域内及び近隣県等で災害が発生し、通常の医療体制では、

被災者に対する医療の確保が困難となった場合に、知事の要請により傷病者の受入及び災害拠

点病院を支援する病院として必要な医療救護活動を行うものとする｡ 

（2） 災害拠点連携病院は、傷病者の収容場所の確保に努めるとともに、救護活動に従事可能な職

員及び使用可能な設備及び資器材をもって、傷病者の救護活動に当たるものとする｡ 

（3） 災害拠点連携病院は、東京都及び施設の所在地を管轄する区市町村の地域防災計画に従って

行う諸活動との協力連携の下に、医療救護活動を行うものとする｡ 

（4） 災害拠点連携病院は、原則として区市町村が設置した医療救護所及び緊急医療救護所（以下｢医

療救護所等｣という。）では対応できない中等症者又は容態の安定した重症者を受入れるものと

する｡ 

（5） 災害拠点連携病院は、当該施設の被害状況の把握に努め、可能な限り、傷病者の受入等の救

護活動に係る状況を都、区市町村等に連絡するものとする｡ 
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（6）受療者の医療費の取扱いは、災害救助法が適用された場合、同法第３３条の規定によるものと

する｡ 

 

第５ 災害拠点連携病院の指定要件等 

(1) 対象病院 

ア ｢救急病院等を定める省令｣（昭和39年2月20日厚生省令第8号）に基づき、知事から救急病

院である告示を受けている病院 

イ その他、同等の機能を有すると知事が認める病院 

(2) 指定基準 

以下の基準を指定日までに満たしていること。 

ア 災害時の医療について相当の知識及び経験を有する（中等症程度の外傷患者を処置でき

る）医師が診療に従事していること。 

  イ 中等症程度の外傷患者の処置を行うために必要な施設及び設備を有すること。 

  ウ 災害時に病院機能を維持するため自家発電機等を保有し、電源の確保が行われていること。 

(3) 整備基準 

指定日において、以下の事項を満たしていない場合には、速やかに整備すること。 

ア 都が別に定める日までに、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加し、災害時

に情報を入力する体制を整えていること。 

 イ 都が別に定める日までに、衛星電話などの衛星通信を用いた通信手段を保有し、非常時の

情報通信体制を整えていること。 

 ウ 災害時に診療提供を行う施設が、耐震耐火構造を有していること。 

 エ 災害対応マニュアル及び事業継続計画（ＢＣＰ）を有すること。 

 

第６ 防災訓練の実施等 

災害拠点連携病院の管理者（以下「施設管理者」という。）は、防災訓練を毎年１回以上行うこ

と。また実施した訓練の検証を行い、適宜、災害対応マニュアル及び事業継続計画（ＢＣＰ）の見

直しを行うこと。 

 

第７ 活動及び現況の報告 

施設管理者は、毎年４月３０日までに、前年度の活動及び現況について、以下様式を用いて福祉

保健局医療政策部救急災害医療課に報告し、確認を受けなければならない。ただし、救急告示を受

けている病院については別紙第３号様式の報告を省略することができる。 

(1) 別紙第１号様式 災害時体制整備調査票 
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(2) 別紙第２号様式  防災訓練実施概要 

(3) 別紙第３号様式 病院概況調査票 

   

第８ 災害拠点連携病院運営協力金の交付 

      都は、衛星電話並びにその他の衛星通信装置の適正な維持管理、防災訓練及び都が行う災害医療

に関する調査並びに災害医療対策の取組への協力を行う病院の開設者に対し、次により運営協力金

を交付するものとする｡ 

（1） 交付対象 

災害拠点連携病院の開設者（国、独立行政法人及び東京都を除く。）に対し、各施設ごとに交

付する｡ 

（2） 交付金額 

 災害拠点連携病院運営協力金は、予算の範囲内で交付する｡ 

 

第９ その他 

   この要綱に定めるもののほか、必要な事項については福祉保健局医療政策部長が別に定める。 

 

附則 この要綱は平成２５年４月１日から施行する。 


